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間都市開発による
国際競争力強化の取組
～ニューヨークとロンドンを事例として～

民
特集 1 ◦ 国際競争力強化に向けた都市の魅力向上

１．はじめに
我が国の民間都市開発において、国際競争力の

強化が初めて位置づけられたのが、2011 年７月
の都市再生特別措置法の改正である１）。同法は、
2002 年に抜本的な不良債権処理のために民間都
市開発投資を促進することを目的として公布され
たが、施行後 10 年の見直し条項を踏まえて新た
な役割が加えられた。改正法では、成長著しいア
ジア大都市との都市間競争の激化を受けて、全国
15 地域 4,336ha に特定都市再生緊急整備地域が
指定され、国際競争力向上に資する民間都市開発
をさらに支援するために規制緩和・税制優遇・金
融支援の拡充が行われた。これにより、東京や大
阪などの民間都市開発では、公共貢献として空港
アクセスの改善、コンベンション・カンファレン
ス施設や産業支援施設の整備、外国語対応の医療・
教育施設の提供などが積極的に導入されている。
こうした民間都市開発の活力を活用して国際競争
力を高めようとする試みは、海外大都市において
も同様にみられる。そこで本稿では、ニューヨー
クとロンドンにおける民間都市開発を契機とした
国際競争力強化の取組を紹介する。

２．交通インフラの強化
（１）容積売却による地下鉄延伸整備
　（ニューヨーク）

2015 年９月、マンハッタンで 26 年ぶりとなる
新駅「ハドソンヤード」が開業した。ニューヨー
ク市を東西に横断する地下鉄７号線は、これまで
タイムズスクエアを始発駅としていたが、市では
24 億ドルを投じて南西方向に 1.6 キロメートル

延伸させてハドソンヤード駅を建設した。新駅の
前には、1.6ha の都市公園「ベラ・アバグ・パー
ク」が整備され、新駅開業と合わせて一部開園し
た。こうした地下鉄延伸や大規模公園の整備は、
新たな副都心の開発を目的としたハドソンヤード
再開発事業の一環として整備された２）。再開発は、
図１に示した「①地下鉄七号線延伸・新駅設置、
②都市公園の整備、③鉄道操車場への人工地盤設
置、④コンベンションセンターの拡張、⑤ゾーニ
ングの変更」から構成されている。新たに創出さ
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写真１　ハドソンヤードの開発状況
 （出典：HYIC）
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れた 10ha 以上の人工地盤上の開発権は地元不動
産会社に売却され、米国最大級の不動産開発が行
われている。

インフラ整備に必要な資金は、市や地下鉄を
運営する都市圏交通公社の財源が限られている
ことから、市が固定資産税上昇分を裏付けとし
た債券の発行によって資金調達する TIF（Tax 
Increment Financing）の導入のみならず、操車
場上空の開発権売却や新たな容積売却制度である
DIB（District Improvement Bonus）が導入され
た。この DIB 導入の背景には、資金調達の早期化
がある。TIF は固定資産税の増加を裏付けとして
いるため、資金を回収するには建物が竣工してか
ら長期間にわたって少しずつ回収することが余儀
なくされた。そのため、インフラ整備の規模が大
きくなるほど債券の金利負担が重くなるため、早
期に資金回収する手法が求められていた。そこで
市では、地区内の指定容積率を抑えて DIB を創設
し、市が開発事業者の需要に応じて追加容積を売
却していく仕組みを考案した。

そのためハドソンヤード特別地区には、二段階
のゾーニングボーナス制度が設けられている。地
区内で最も高容積率が指定されている新駅周辺で
は、指定容積率が 1,000％に指定され、DIB によっ
て 1,800％まで緩和が可能である。さらに操車場
の未利用容積を購入して移転することで最大容積
率が 3,300％まで緩和される。DIB を活用する開
発事業者は、市に容積購入を申請し、購入代金を市
がインフラ整備の実施主体として設立した HYIC

（Hudson Yards Infrastructure Corporation）に
納付した後に、市から容積が付与される仕組みと
なっている。また操車場からの容積移転も HYIC
が都市圏交通公社から未利用容積を取得したた
め、同様の手続きによって行われている。容積の
売却単価は、周辺の取引事例を参考に 2005 年に
$100/sf に設定され、消費者物価指数などによっ
て毎年変動する仕組みとなっている。なお、HYIC
はインフラ整備に必要な 30 億ドル分の債券を発
行しており、容積売却収入や地区内固定資産税増
加分を原資として利子および元本を投資家に返済
している。この事業スキームを示したのが図２で
ある。

 

図2 ハドソンヤードの事業スキーム
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図２　ハドソンヤードの事業スキーム

（２）負担金による新規鉄道路線整備（ロンドン）
一方、ロンドン市では都市圏を東西に横断する

新規鉄道路線「クロスレール」の建設が佳境を迎え
ている。クロスレールは、図３に示したようにイン
グランド東部にあるエセックス州シェンフィール
ドからロンドン都心を経由してレディングまで、
支線はヒースロー空港に接続する総延長 118km
を結ぶ鉄道計画であり、都心の鉄道容量を 10％向
上させることが期待されている。この新規路線は
2009 年に建設が開始され、2023 年に全線が開業
予定である。

図3 クロスレールの路線図
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図３　クロスレールの路線図
 （出典：Crossrail Ltd.）

1990 年代後半、ロンドン市では移民増加と都
市回帰による人口増加を受けて、鉄道混雑の緩和
や空港アクセスの拡充が大きな課題となってい
た。そこで 2002 年に運輸省と市交通局が合同で
新規鉄道路線計画の作成に着手し、英国議会で総
事業費 148 億ポンドの事業計画が 2008 年に承認
された。事業費は運輸省と市が等分負担すること
となったが、市はクロスレールの開業によって新
たに年間 150 万人が都心まで 45 分でアクセス可
能となることから、都心にあるオフィスや店舗な
どが多大な便益を享受すると判断し、固定資産税
の増税を検討した。市は 2010 年に報告書を作成
し、商業不動産に対して課税評価額の２％を追加
徴収し、41 億ポンドを賄うこととした。さらに市
では、クロスレール沿線で都市開発を行う事業者
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に対しても負担金を徴収することを検討した。特
に副都心であるカナリーワーフに拠点を置く不動
産会社は、早くから地区内に新駅を整備すること
を提案し、その対価として 1.5 億ポンドを拠出す
ることを申し出ていた。そこで市では、駅周辺の
民間都市開発に対して６億ポンドを徴収すること
を決定した。この６億ポンドは、都市開発による
影響の軽減などを目的に公共貢献を要求する計画
義務と、都市開発による土地の価値増分の一部を
公共還元するために 2008 年に創設されたコミュ
ニティ・インフラストラクチャー負担金の仕組み
を活用して徴収している３）。この事業スキームを
示したのが図４である。なお、図中の CLR とは
クロスレール整備のために市が設立した事業体で
ある。図4 クロスレールの事業スキーム
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図４　クロスレール整備の事業スキーム

３．都心のミクストユース推進
（１）民間都市開発の供給コントロールの実施
　（ロンドン）

民間都市開発は、収益の最大化を目的とするた
め、開発用地において最も収益性が高くなる用途、
いわゆる最有効用途を選択するのが一般的であ
る。しかし、全ての都市開発が最有効用途を選択
した場合、特定の用途が過度に集中することで交
通インフラの効率性や地域の利便性を低下させる
恐れがある。そこで英国政府では、1995 年の計画
政策指針において、地域活性化と自動車依存度の
低下を目的としたミクストユース開発を推進する
ことを掲げた。これを踏まえて、ロンドン市では
総合計画であるロンドンプランにおいて図５に示
した都心活動ゾーン（Central Activities Zone）
を指定し、用途別に建物床面積の供給目標を設定
して計画許可制度を通じた供給コントロールを実
施している。

図5 都心活動ゾーンの範囲
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図 5　都心活動ゾーンの範囲

都 心 活 動 ゾ ー ン は、 就 業 者 170 万 人、12
万５千ヵ所の事業所を有しており、国内総生産の
10％を占める欧州最大のビジネスエリアである。
また２つの世界遺産地区、ウエストエンドなどの
劇場街、ボンド・ストリートなどの高級ショッピ
ング街がある欧州最大の商業・観光エリアでもあ
る。ロンドンプランでは、このユニークな地域特
性を維持・向上するために、オフィスや住宅に加
えて戦略的な都市機能（商業、文化・芸術、教育・
研究など）の適切なバランスを維持するために、
用途別供給目標の設定とモニタリングの実施を義
務付けている。プランをみると、経済活動の基盤
となるオフィスは、表１に示したように 2011 ～
2031 年でオフィス就業者が 30 万３千人増加す
ると推計し、新たに 393 万㎡のオフィス需要（グ
ロスで 462 ～ 524 万㎡）を満たす必要があると
試算している。

表１　ロンドンプランにおけるオフィス需要推計
 （出典：Greater London Authority）

表1 ロンドンプランにおけるオフィス需要の推計

6

対象地域

オフィス就業者数（人） オフィス需要（万㎡）

合計 内訳 ネット床面積
グロス床面積

（有効率75％）

グロス床面積

（有効率85％）

アウターロンドン 59,000 20％ 77 103 91

インナーロンドン 67,000 22％ 86 115 101

都心活動ゾーン 177,000 58％ 230 307 271

合計 303,000 100％ 393 524 462

また、テナントのオフィス選択の自由度を十分
に確保するために「過去３年分の年間平均オフィ
ス供給量の少なくとも３倍の計画許可済みオフィ
ス床面積を確保すること」が年間目標として設定
されている。モニタリングレポートをみると、図
６に示したように 2004 ～ 2018 年では過去３年
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間の年間オフィス供給量の 4.9 ～ 13.5 倍の計画
許可済みのオフィス床面積を有している。一方、
近年の景気拡大を受けてオフィス需要は増加傾向
にあり、直近は５倍前後の低い水準となっている
ことから注視が必要である警鐘を鳴らしている。

図6 計画許可済みオフィス床面積倍率の推移
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図６　計画許可済みオフィス床面積倍率の推移
 （出典：Greater London Authority）

こうした市全体の方針を受けて、都心の基礎自
治体であるシティ・オブ・ロンドンでは、ローカル
プランにおいて、ミクストユースを実現するため
にオフィス、商業施設、住宅の供給目標を設定し
ている。シティでは、市が実施した雇用予測を参
考に 2026 年まで就業者数が５万５千人増加する
ことを想定している。これを踏まえて、シティで
は表２に示したように新たに 115 万㎡のオフィ
ス需要を 2026 年までに満たす必要があるとして
いる。また、良質なシティ・コミュニティの形成
に向けて、商業環境の充実と都心居住の推進も併
せて図るため、商業施設は 2026 年までに 13 万
6 千㎡、住宅は既存ストックの維持と 2026 年ま
でに 1,647 戸の供給を目標に掲げている。

表２　シティにおける用途別供給目標
 （出典：City of London）

表2 シティにおける用途別供給目標

8

用途 2011-16年 2016-21年 2021-26年 合計

オフィス 650,000㎡ 250,000㎡ 250,000㎡ 1,150,000㎡

商業施設 52,000㎡ 44,000㎡ 40,000㎡ 136,000㎡

住宅 667戸 430戸 550戸 1,647戸

（２）容積移転負担金によるシアター産業の育成
　（ニューヨーク）

一方、ニューヨーク市では、ミクストユースの
中でも文化・芸術機能である劇場を保全・活用す
るために、民間都市開発の活力を活用している。
タイムズスクエア周辺には、ミュージカルやスト
レートプレイが上演される 41 の劇場が集積して
おり、年間 1,477 万人が来場する一大観光地であ
る。しかし、こうした劇場の多くは 20 世紀初頭
に建設されたものが多く、これまでに何度も取り
壊しの危機に瀕してきた。そこで市は、保全指定
を受けた劇場に対して、劇場上空の未利用容積を
開発権として劇場が集積するシアター街区内に移
転することを可能とする特別地区容積移転制度を
1982 年に導入した４）。しかし、容積の移転範囲や
移転量が限定されていたため、再開発は思うよう
に進まなかった。1998 年、市は事態を打開する
ために、シアター街区の拡大、容積移転量の増加、
容積移転負担金制度の導入とシアター街区ファン
ドの創設（容積移転１sf あたり 10 ドルを徴収）、
ファンドを運営するシアター街区協議会の設置な
どを決定した。

2001 ～ 2015 年までの容積移転実績を示した 

図7 シアター街区の容積移転の状況
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No. 移転元 先

1 28 Al Hirschfeld heatre A

2 28 Al Hirschfeld heatre B

3 38 t. James heatre B

4 28 Al Hirschfeld heatre A

5 28 Al Hirschfeld heatre C

6 38 t. James heatre C

7 6 Broadhurst heatre C

8 5 Booth heatre D

9 40 hubert heatre D

10 26 Majestic heater E

11 5,6 Broadhurst and Booth F

12 6 Broadhurst heater G

13 5 Booth heater H

14 5,35 Booth and choenfeld I

15 6,26 Broadhurst and Majestic J

16 31 Neil imon heater K

図７　シアター街区の容積移転状況
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図 7 をみると、2015 年までに 8 劇場で 16 件の容
積移転が行われ、延床面積 59.7 万 sf が地区内に
移転された。これにより、2015 年末までに 859
万ドルが開発事業者からシアター街区ファンドに
拠出されている。2007 年６月に設置されたシア
ター街区協議会は、各種団体から提案のあったプ
ログラムに補助金を交付しており、これまで４回
実施して１団体あたり最小５万ドルから最大 50
万ドルを交付している。プログラムは、主に新規
顧客開拓、コンテンツ制作支援、人材育成に分け
ることが出来る。新規顧客開拓では、劇場初心者、
子供を有する家族、低所得者などに向けた低額チ
ケットの配布が多く、他に俳優と顧客の交流促進
イベントの開催などが行われている。またコンテ
ンツ制作支援には、ミュージカルやストレートプ
レイの脚本作成費補助が多く、衣装や舞台設備の
作成費補助にも交付されている。さらに人材育成
では、ブロードウエィの俳優、脚本家、監督など
が協力して中学校や高校においてミュージカルや
ストレートプレイの作成体験プログラムを開催し
たり、脚本家や俳優などを対象とした奨学金付与
が行われている。

このようにシアター街区ファンドは、特定の劇
場の保全や活用を直接支援するのではなく、シア
ター産業全体の成長に資する活動に支援を行うこ
とで、歴史的建造物である劇場の中長期的な活用
促進に影響を与えている。

４．都市のアフォーダビリティ確保
（１）アフォーダブル住宅の供給（ニューヨーク）

米国では、年間約 70 万人の移民受け入れによ

る継続的な人口増加に加えて、2000 年以降の大
都市への人口流入によって住宅不足が深刻化して
いる。特に、住宅賃料が高いニューヨークやサン
フランシスコなどでは、年間賃料が世帯所得の３
分の１に達している世帯割合が約４割を超えてい
る。そのため、低所得世帯向けのアフォーダブル
住宅の供給は、都市政策の中でも最重施策に掲げ
られており、2014 年１月に就任したニューヨー
ク市長ビル・デブラシオは、2023 年までの 10
年間にわたって 20 万戸のアフォーダブル住宅の
供給を最重要政策として発表した。この住宅供給
を支えているのが、低利融資、税制優遇、容積率
緩和の三種類の手法を組み合わせた総合的な支援
制度にある。表２は、ニューヨーク市におけるア
フォーダブル住宅の供給支援制度の概要を示した
ものである。

表２　アフォーダブル住宅の供給支援制度

表3 アフォーダブル住宅の供給支援制度

11

80/20プログラム
（1980-）

アフォーダブル住宅
ＮＹプログラム

（1971-）

R10プログラム
(1987-)

IHプログラム
(2005-)

所管 連邦政府 ニューヨーク州 ニューヨーク市

支援
手法

低利融資
税制優遇

税制優遇 容積率緩和

対象
地域

市内全域 市内全域 R10地区 IHエリア

活用
条件

全住戸のうち20%
の住戸を区世帯
所得中央値

（AMI）の50%未
満の世帯に一定
期間提供すること

全住戸のうち25%
の住戸を40%～
60%AMI未満の
世帯に一定期間
提供すること

延床面積の一部
を永続的にｱﾌｫｰ
ﾀﾞﾌﾞﾙ住宅として
充当すること
(隣接建物でも可)

延床面積の20%を
永続的にｱﾌｫｰﾀﾞ
ﾌﾞﾙ住宅として充

当すること
(隣接建物でも可)

主な
利点

ＮＹ州住宅金融庁
による低利融資を
活用することが可

能
税額控除を受ける

ことが可能

建設期間
（3年以下）と

竣工後35年の
不動産税が減免

ｱﾌｫｰﾀﾞﾌﾞﾙ住宅
1sfあたり3.5sf

を付与、
指定容積率の22%

分が上限

指定容積率の33%
分を上限に容積

率を緩和

支援制度は大きく３つに分かれており、連邦
政府が低利融資・税制優遇を提供する 80/20 プ
ログラム、ニューヨーク州が税制優遇を提供す
るアフォーダブル住宅ニューヨークプログラム、

写真2 シアター街区の容積移転の状況

10

自ら作成した脚本をもとに専門家から
演技や演出の指導をうける生徒

タイムズスクエアの劇場で友人や家族
を招待して公演を実施

写真２　具体的なプログラム事例
 （出典：Atlantic Theater Company）　　　　
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ニューヨーク市が容積率緩和を提供する R10 プ
ログラムとインクルージョナリー住宅プログラム

（以下「IH プログラム」とする）である。このうち
開発事業者にとって最も魅力的なのが、アフォー
ダブル住宅ニューヨークプログラムである。この
制度は税制優遇を提供するものであり、全住戸の
うち25%の住戸を世帯所得中央値の40%～60%
未満の世帯に一定期間提供することが活用条件と
なっている。民間事業者は、図８に示したように
建設期間（３年以下）と竣工後 25 年目まで住宅
に課される固定資産税が全額減免され、26 年目か
ら 35 年目まではアフォーダブル住戸の割合に応
じて減免される。

図8 アフォーダブル住宅の供給支援制度
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26年目着工 竣工 35年目

想定支払税額

基礎評価に
基づく税額

支払税額

税額控除

図８　アフォーダブル住宅NYプログラムの仕組み

なお、ニューヨーク市が決定する基礎評価に基
づく税額（更地時の固定資産税額）は減免対象とな
らない。この税制優遇に加えて、開発事業者は市
が提供する容積率緩和と一体で活用している。市
が提供するIHプログラムは、近年ゾーニング変更
によって指定容積率が増加した地区を中心に導入
されており、延床面積の２割を永続的にアフォー
ダブル住宅として割り当てることで、図９に示し
たように指定容積率 200 ～ 900% に応じて割増
容積率 20 ～ 300% が付与される。例えば指定容
積率 900% の事業では、延床面積の２割に相当す
る容積率180%をアフォーダブル住戸とすること
で、割増容積率を 300% 受け取ることが出来る。
そのため、容積率 120% を一般住戸として活用す
ることが可能となる。

これらの支援制度を活用した場合の収益性の
変化をシミュレーションした結果５）によれば、税
制優遇が最も都市開発の収益性向上に寄与して
おり、次いで容積率緩和が効果的であった。その
ため、ニューヨーク市の多くの住宅開発では、税
制優遇と容積率緩和が一体的に活用されており、
アフォーダブル住宅の供給促進に大きく寄与し
ている。

（２）アフォーダブルワークプレイスの維持
　（ロンドン）

ロンドン都心では、堅調な人口増加を背景に都
市開発が活況を呈しているが、その中で新たな課
題として浮上しているのが小規模で低廉なオフィ
スの不足である。市の調査によれば、都心活性化
ゾーンには約９万社が床面積 500㎡未満のオフィ
スを賃借しており、近年のベンチャー企業の増加
もあって、その需要はさらに勢いを増している。
しかし、都心では大規模オフィスの開発や小規模
オフィスの住宅転用が加速しており、小規模で低
廉なオフィスストックは年々減少傾向にある。そ
こで市では、ロンドンプランにおいて数値目標を
設定し、「都心活性化ゾーンのオフィス延床面積
のうち 14 ～ 17％は床面積 500㎡未満の小規模オ
フィスとして維持すること、小規模オフィスの空
室率が 14％を下回る場合には供給促進策を講じ
ること、小規模オフィスの賃料は都心で最も高い
水準の 50% 以上とならないこと」を掲げている。
これにより、多様な事業規模や業種業態のプレイ
ヤーが都心に集積することで、ロンドン経済の多
様性を維持し、力強い成長を遂げることを目指し
ている。

こうした小規模で低廉なオフィスであるア
フォーダブルワークプレイスは、大規模オフィス
を開発する場合においても、フレキシブルオフィ

図9 IHプログラムの仕組み
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純増分
120%

AH
容積率
180%

割増容積率
300%

指定
容積率

割増
容積率

最大
容積率

ＡＨ
容積率

一般住戸
純増分

540% 180% 720% 108% 72%

600% 200% 800% 120% 80%

650% 200% 850% 130% 70%

750% 250% 1,000% 150% 100%

900% 300% 1,200% 180% 120%

指定容積率
900%

図９　IH プログラムの仕組み
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スやコワーキングスペースなどの形態で計画義務
として設置を求めていることが増えている。例え
ば、2016 年に計画許可を取得した超高層建築物 1 
Undershaft は、シティ中心部で最も高い建物と
なる地上 73 階建て、建物高さ 305 ｍ、延床面積
15 万 4,000㎡のオフィスを中心とした複合施設
である。歩行者レベルには店舗が配置され、70 階
にはロンドン市内を見渡すことの出来る展望レス
トラン、71 ～ 72 階には無料展望台が確保される
予定である。この都市開発による計画義務として
は、広場や無料展望台の整備に加えて、一部の店
舗とオフィスはマーケット賃料から 25％割引し
て中小事業者に賃貸することが求められている。

現在、策定されている新たなロンドンプランで
は、さらに中小零細事業者やベンチャー企業向け
のアフォーダブルワークプレイスを確保するため
に、既存のオフィス床を減少させる都市開発には
オフィスとして利用することが出来ない合理的な
理由を検証することを求めている。また、2,500
㎡以上のオフィス床を含む都市開発には、フレキ
シブルオフィスを一定の割合で供給を義務付ける
ことを目指している。このように新たなロンドン
プランでは、オフィスストックの量的水準の確保
から多様性という質的水準の確保へとシフトして
いるといえる。

５．おわりに
本稿では、海外の民間都市開発による国際競争

力向上の取組として、ニューヨークとロンドンに
おける交通インフラの整備、ミクストユースの推
進、アフォーダビリティの確保という事例を紹介
した。大都市においてインフラの更新や機能強化
は喫緊の課題であるが、整備費を全て行政が負担
することは困難な場合が多く、ニューヨークやロ
ンドンにおいても民間都市開発の役割が高まって
いる。近年、我が国では虎ノ門新駅の整備や首都
高日本橋区間の地下化など、大規模なインフラ整
備を複数の民間都市開発が協力して負担する動き
が出てきた。しかし、これらの事例では、インフ
ラ整備によって便益を享受する主体が明確に定義
されておらず、周辺で同時期に行われる一部の民
間都市開発のみが容積率緩和と引き換えに自発的
に費用負担しているのが実情である。今後、こう
した公共貢献の大規模化や複雑化に対応していく
ためには、周辺地権者や貢献整備後の民間都市開
発も含めて、受益者の特定や負担水準の議論が求
められるだろう。

一方、ミクストユースの推進とアフォーダビリ
ティの確保は、言い換えれば都市における用途と
価格の多様性を追求していると解釈できる。都市
社会学者リチャード・フロリダが指摘６）している
ように、先進国の主要産業が資本集約型から知識

写真3 1 Undershaftの竣工イメージ

14

http://www.ericparryarchitects.co.uk/projects/office/1-undershaft.html

写真３　1 Undershaft の竣工イメージ
 （出典：Eric Parry Architects）
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集約型に移行した結果、大都市にはヒト・モノ・カ
ネ・情報の集中がさらに加速し、中間層の消失によ
る所得格差の拡大もあって、都市の多様性が喪失
するという新たな都市問題が発生している。特に
ニューヨークやロンドンでは、海外富裕層の投資
資金の流入もあって住宅開発が急増し、住宅価格
の高騰や地域住民が営む店舗や飲食店の消失など
が深刻な問題となっている。これに対して、ロン
ドンは都市の魅力を維持するうえで最適な用途構
成を検討し、定期的なモニタリングを通した民間
都市開発の供給コントロールを実施している。ま
た、ニューヨークでは地域の魅力の中核となる劇
場を単に保全するのではなく、長期的な活用を視
野に入れたシアター産業の育成支援が民間都市開
発の負担によって支えられている。さらに、両都
市ともアフォーダブル住宅やアフォーダブルワー
クプレイスを民間都市開発の公共貢献として積極
的に導入を図っている。我が国では、都市再生が
経済対策として始動したこともあって、これまで
民間都市開発の量的水準に重きを置いてきたが、

今後は用途や価格の多様性という質的水準の追求
に転換する必要があると言えるだろう。

（きたざき　ともき）
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